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(57)【要約】
【課題】各噴射において設定可能な離型剤量の確実な放
出を１または複数本の噴射ノズルを介して可能にする離
型剤噴射装置の提供。
【解決手段】１または複数本の噴射ノズル（１）と、各
噴射ノズルから制御された離型剤を放出するための放出
手段と、を有するものにおいて、　放出手段が少なくと
も１つの配量ユニット（３）を具備し、該配量ユニット
は、少なくとも１本の噴射ノズル（１）に割り当てられ
、かつ、次の噴射で少なくとも１本の割り当てられた噴
射ノズルから放出される離型剤量を予め指定し、かつ、
離型剤供給から分離して次の噴射で放出するために供給
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋳造機用の離型剤噴射装置であって、
　　１または複数本の噴射ノズル（１）と、
　　各噴射ノズルから制御された離型剤を放出するための放出手段と、
　を有するものにおいて、
　　放出手段が少なくとも１つの配量ユニット（３）を具備し、
　　　該配量ユニットは、
　　　　少なくとも１本の噴射ノズル（１）に割り当てられ、かつ、
　　　　次の噴射で少なくとも１本の割り当てられた噴射ノズルから放出される離型剤量
を予め指定し、かつ、
　　　　離型剤供給から分離して次の噴射で放出するために供給する、
　ことを特徴とする離型剤噴射装置。
【請求項２】
　さらに、各配量ユニットが、
　　　　離型剤供給通路（９）を介して離型剤源に、かつ、ノズル接続管（１１）を介し
て、少なくとも１本の割り当てられた噴射ノズルに、遮断可能に、接続された離型剤チャ
ンバ（６）と、
　　　　前記離型剤チャンバの容積を変化させるために移動可能に配設された前記離型剤
チャンバを制限する配量要素（５、５’）と、を有する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の離型剤噴射装置。
【請求項３】
　さらに、
　　逆止弁（１０）が、離型剤供給通路の中に、および／または、逆止弁（１２）がノズ
ル接続管の中に設けられている、
　または、
　　多分路弁が、選択的に、噴射ノズルと離型剤チャンバの接続を遮断し、かつ、離型剤
源と離型剤チャンバの接続を解放するために、もしくは、噴射ノズルと離型剤チャンバの
接続を解放し、かつ、離型剤源と離型剤チャンバの接続を遮断するために、設けられてい
る、
　ことを特徴とする請求項２に記載の離型剤噴射装置。
【請求項４】
　さらに、配量要素が、少なくとも１本の付属の噴射ノズル、と共に、共通のハウジング
ボディ（２）の中にある、ことを特徴とする請求項２または３記載の離型剤噴射装置。
【請求項５】
　さらに、配量ユニットが制御媒体源と接続される、配量要素の運動を制御する制御媒体
チャンバ（７）を有する、ことを特徴とする請求項２～４のいずれか一項に記載の離型剤
噴射装置。
【請求項６】
　さらに、制御媒体源が少なくとも２つの異なる制御圧力により制御して配量要素を作動
するための手段を有しており、第１の制御圧力は離型剤チャンバ内への離型剤の配量のた
めに、使用され、また、第１の制御圧力と異なる第２の制御圧力は配量された離型剤の放
出のために使用される、ことを特徴とする請求項５に記載の離型剤噴射装置。
【請求項７】
　さらに、放出手段が、異なる噴射ノズルによる、および／または、異なる噴射量による
、異なる離型剤量を設定できるようにされている、ことを特徴とする請求項１～６のいず
れか一項に記載の離型剤噴射装置。
【請求項８】
　さらに、配量要素に、調整可能の運動制限器（１７、１７ａ）が、少なくとも１本の割
り当てられた噴射ノズルによって１噴射あたり放出される離型剤量を可変的に調整するた



(3) JP 2009-131901 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

めに割り当てられている、ことを特徴とする請求項７に記載の離型剤噴射装置。
【請求項９】
　さらに、配量要素が、離型剤チャンバを制限する配量ピストン（５）、または、離型剤
チャンバを制限する配量膜（５’）を含む、ことを特徴とする請求項１～８のいずれか一
項に記載の離型剤噴射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１のプリアンブル記載の鋳造機用の離型剤噴射装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の離型剤噴射装置は、たとえば離型剤噴射システムとしてダイカスト機内の鋳型
の自動化噴射に使用される。鋳造品質、耐用期間、保守、材料消費量および環境保護に対
して進歩する要件と共に、それに対応して離型剤噴射システムに対する要件が増大する。
【０００３】
　各噴射ノズルへ供給する遮断可能の離型剤供給通路が噴射中の一定の期間に対してのみ
開放され、かつ噴射ノズルに同時に圧縮空気が供給され、その結果、離型剤が噴射ノズル
の中へ吸引され、かつ該噴射ノズルから圧縮空気支援されて噴流として放出されることに
よって離型剤を１または複数本の噴射ノズルを介して断続的な噴射で放出することが知ら
れている。特許文献１および特許文献２は、噴射ノズルへの離型剤供給通路の制御可能の
開放および遮断のために制御空気によって作動可能の制御ピストンを設けたこの種の離型
剤噴射装置を開示する。それによって噴射あたりに放出される離型剤の量は、特に制御ピ
ストンの調整可能の行程と、該制御ピストンが離型剤供給通路を解放する該制御ピストン
の開放時間とに左右される。離型剤圧力、形状および特に噴射ノズルの断面ならびに噴射
ノズルに供給され、かつ離型剤を吸引する噴射空気押出のようなその他のパラメータへの
付加的な依存性のために噴射および噴射ノズルあたりに噴射される離型剤量が前記従来の
噴射システムでは正確に知られておらず、かつ正確に設定されてもいない。
【０００４】
　鋳造工程中の短いサイクル時間を達成するために、最新のダイカスト機に対してそれに
対応する高速の離型剤噴射システムと、それによって非常に短い噴射時間が一様に優れた
再現可能の噴射特性で要求されている。特に噴射特性と、とりわけ噴射された離型剤量は
、遮断弁等の加わったシステム構成要素に生じ得る切換遅延によって影響を受けてはなら
ない。さらに噴射された離型剤量は最小限に保持されるべきである。
【特許文献１】独国特許公開公報ＤＥ３２３８２０１Ａ１および
【特許文献２】欧州特許公報ＥＰ１４６８７４５Ｂ１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の技術的課題は、各噴射において設定可能な離型剤量の確実な放出を１または複
数本の噴射ノズルを介して可能にする冒頭に挙げた形式の離型剤噴射装置の提供すること
である。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、請求項１の特徴を有する離型剤噴射装置の提供によって前記問題を解決する
。この離型剤噴射装置において、放出手段が少なくとも１本の噴射ノズルに割り当てられ
、かつ次の噴射で少なくとも１本の割り当てられた噴射ノズルによって放出される離型剤
量を規定し、かつ離型剤供給から分離して次の噴射で放出するために供給するすくなくと
も１つの配量ユニットを含む。
【０００７】
　このような本発明に係る離型剤噴射装置により、少ない噴射時間および／または低い離



(4) JP 2009-131901 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

型剤圧力および／または比較的小さいノズル断面でも噴射あたりに比較的少ない離型剤量
を正確に配量かつ放出することもできる。
　配量ユニットによって一定に規定された次の噴射用の離型剤量は、離型剤源からの離型
剤供給通路を介した離型剤の供給のような離型剤供給からは分離して提供され、次の噴射
において、変動するパラメータ、および／または、正確に知られていない離型剤圧力、ノ
ズル形状ならびにそれぞれ噴射ノズルに供給される噴射空気押出の圧力推移および期間の
ようなシステムパラメータに影響されることなく放出される。
　噴射あたりの所望の離型剤量の正確な放出は、非常に短い噴射時間でも、切換遅延、ま
たは、その他の正確に知られていない、または、非再現性の、弁、制御ピストン等の加わ
ったシステム構成要素の機能特性によって影響されない。
【０００８】
　請求項２の態様においては、各量ユニットは遮断可能に離型剤供給通路を介して離型剤
源に、かつノズル接続管を介して少なくとも１本の割り当てられた噴射ノズルに接続され
ている離型剤チャンバと、移動可能にかつそれによって前記離型剤チャンバを可変容積に
よって制限する配量要素とを包含する。この方法により次の噴射で１または複数本の割り
当てられた噴射ノズルを介して放出される離型剤量を離型剤チャンバの中に貯蔵すること
ができ、次いで該離型剤チャンバから前記離型剤量を次の噴射で放出することができる。
【０００９】
　請求項３の態様では、各々１つの逆止弁が離型剤供給通路および／またはノズル接続管
の中にある。この自動弁制御手段は次の噴射前の離型剤チャンバの中への離型剤の所望の
供給と、次の噴射で１または複数本の割り当てられた噴射ノズルを介したそこに貯蔵され
た離型剤量の放出とを可能にし、離型剤が離型剤チャンバから離型剤供給通路もしくは離
型剤源の中へ逆流しない。
　請求項４の態様においては、配量要素は少なくとも１または複数本の該配量要素に割り
当てられた噴射ノズルと共に１つの共通のハウジングボディの中にあり、その結果、前記
配量要素は該当する噴射ノズルと一緒に１つの構造ユニットとして組み込むことができる
。
【００１０】
　請求項５記載の態様においては、配量ユニットは制御媒体源と接続される、配量要素を
制御できる制御媒体チャンバを有する。
　請求項６記載の態様においては、制御媒体源は少なくとも２つの異なる制御圧力により
配量要素の制御された作動のための手段を有していてよく、第１の制御圧力は離型剤チャ
ンバ内への離型剤の配量のための配量要素を駆動し、かつ第１の制御圧力と異なる第２の
制御圧力が離型剤チャンバから配量された離型剤を放出するための配量要素を駆動する。
【００１１】
　本発明の請求項７の態様においては、それぞれ次の噴射でおよび／または異なる配量ユ
ニットから放出される離型剤量を可変調整するための放出手段が設置されている。このよ
うに必要に応じて、同一の噴射ノズルを介して様々な離型剤量を連続する噴射で噴射する
ことができ、または平行の噴射で様々な離型剤量を種々の配量ユニットに割り当てられた
噴射ノズルを介して噴射することができる。
【００１２】
　請求項８の態様においては、各配量ユニットの配量要素に離型剤チャンバの中へ配量さ
れもしくは該離型剤チャンバから放出される離型剤量の可変調整のための調整可能の運動
制限器が組み込まれている。これは、噴射あたりに放出される離型剤量の可変調整のため
の有利な簡単な措置である。
【００１３】
　本発明の有利な実施態様は図面に表示し、かつ以下これを説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　図１および２にそれぞれここで注目すべき構成要素と共に示した離型剤噴射装置は、た
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とえば金属ダイカスト用のダイカスト機において常用される離型剤もしくは離型媒体を、
たとえば型表面に自動化して噴射するのに好適である。離型剤噴射装置は、それぞれ必要
に応じて１または複数本の噴射ノズルを含み、それらのうち図１および２の正面図に噴射
ノズル１が代表して示されている。各噴射ノズル１は、噴射ブロックもしくはハウジング
ボディ２の噴射側２ａに取り付けられており、さらにその中に１または複数の配量ユニッ
トが設けられており、それらのうち図１および２の正面図に図示した噴射ノズル１に割り
当てられた配量ユニット３が代表して示されている。
【００１５】
　図示した配量ユニット３は、配量要素として機能する軸線方向に移動可能に離型剤チャ
ンバ６の中に配置された配量ピストン５と、制御媒体チャンバ７とに分割されたハウジン
グボディ２の中に設けられた中空チャンバ４を含む。制御媒体チャンバ７は制御媒体通路
８を通して図示しない常用される制御媒体源に接続されている。圧縮空気またはその他の
ガス状または液状の制御媒体の供給または排出によって、制御媒体チャンバ７は選択的に
加圧または減圧することができる。離型剤チャンバ６は離型剤供給通路９を通して図示し
ない常用される離型剤源に接続されている。逆止弁１０は、離型剤を離型剤源から離型剤
チャンバ６の中に給送できるが、離型剤チャンバ６から離型剤源への離型剤逆流が阻止さ
れるように、離型剤供給通路９の中に配置されている。
【００１６】
　噴射ノズル１はノズル接続管１１を介して離型剤チャンバ６と接続されており、離型剤
を離型剤チャンバ６から噴射ノズル１へ給送できるが、離型剤チャンバ６の中への逆流が
阻止されるように、該ノズル接続管１１の中に逆止弁１２が配置されている。噴射支援媒
体通路１３を介して、平行に供給される液状の離型剤の噴射が生ぜしめられる、たとえば
圧縮空気のような噴射支援媒体を供給できるようにするために図示しない常用される噴射
支援媒体源に噴射ノズル１が接続されている。付属のノズル通路１ａを備える好適な形状
をもつ噴射ノズル１の形成によって、従来の方法で離型剤と噴射支援媒体、たとえば空気
の混合と、所望の噴射効果とが生じる。
【００１７】
　配量ピストン５から延伸しているピストン軸１５は、密閉されて噴射側２ａからハウジ
ングボディ２の中へ取り付けられる穴１６の中へ案内されている。ピストン軸１５の中に
前面側に外側からストッパ１７ａと共に可変調整可能のピストン行程制限器として機能す
る調整ネジ１７が固定されている。その反対側では配量ピストン５がコイルバネ１８上に
支持されており、該コイルバネは該バネ側で離型剤チャンバ６の底面１９に支持され、か
つピストン軸端部２０によって側面支承体に対して固定されている。
【００１８】
　それぞれの必要性と適用事例に応じて、各々１つの配量ユニットは個別的に１本の噴射
ノズルに割り当てることができる。すなわち、この場合においては１本のみの噴射ノズル
が該当する配量ユニットの離型剤チャンバに接続されている。代替的に複数本の噴射ノズ
ルを平行に１つの配量ユニットに接続してもよい。別の言葉を用いれば、本発明の好適な
実施態様において所定の噴射ノズルの本数および配列において、ただ１つの配量ユニット
が全噴射ノズルに対してまたは多数の噴射ノズルの１本をそれぞれ１本の噴射ノズルに割
り当てられた配量ユニットの対応する数または複数の配量ユニットのうち少なくとも１つ
が複数の噴射ノズルに割り当てられた配量ユニットが設けられている。その際同様にそれ
ぞれの必要性と適用事例とに応じて、各々１つの配量ユニットと該配量ユニットに割り当
てられた噴射ノズル（群）を図示したように１つの共通の噴射ブロックモジュール体の中
に組み込むことができ、その場合に全噴射システムをモジュール式に複数の噴射ブロック
モジュールから構成することができ、または代替的には全部またはいずれにせよ複数の配
量ユニットを該配量ユニットに接続された噴射ノズルと共に１つの噴射ブロックの中に組
み込まれている。複数の配量ユニットが有る場合、前記配量ユニットは同一または別々に
組み込むことができる。たとえば、それぞれ個別的に規定可能の噴射ノズルの本数が割り
当てられた離型剤チャンバの同一または異なる断面を有する複数の配量ユニットを設ける
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ことができる。
【００１９】
　本発明に係る離型剤噴射装置の中に使用される放出手段は、特に配量ユニット（群）お
よび付属の媒体通路もしくは媒体管路のような上記の構成要素のほかに、それぞれの適用
事例に応じて、従来の形式であるためここに詳しく図示および説明しないその他のシステ
ム構成要素を包含する。特に放出手段は加わった装置構成要素の駆動に好適な噴射制御ユ
ニットを含む。前記制御ユニットにおいて本発明に係る離型剤噴射方法を実施するために
好適な制御アルゴリズムが実装されていることは自明であり、以下これについてより詳し
く説明する。
【００２０】
　図１および２を利用して上述した本発明に係る離型剤噴射装置は、離型剤の制御された
噴射放出のための該離型剤噴射装置の特殊放出手段によってそれぞれの噴射ノズル１から
特性化された配量ユニット（群）３の使用下に、各噴射から相応の離型剤量が配量ピスト
ン５から離型剤チャンバ６の中に吸入され、それに続き次の噴射で配量ピストン５から接
続された噴射ノズル１または噴射ノズル群の中に圧縮され、かつ噴射ノズルを介して放出
もしくは噴射されることによって、噴射あたりの非常に正確に規定可能の離型剤量の放出
を可能にする。
【００２１】
　図１は、そのために離型剤の吸引時の動作状態を具示する。制御媒体チャンバ７は、制
御媒体の排出によって制御媒体通路８を介して減圧され、その結果、配量ピストン５はコ
イルバネ１８の圧力および／または負圧によって図１記載の制御媒体チャンバ７の中で上
方へ、すなわち離型剤チャンバ６の拡大方向へ移動される。従って、離型剤供給通路９と
開放される逆止弁１０とを介して離型剤チャンバが離型剤源から離型剤チャンバ６の中へ
流れ、逆止弁１２はノズル接続管１１の中で閉鎖された状態にとどまる。それによって、
吸引された離型剤量は正確に配量ピストン６の吸引行程によって規定可能である。これは
、配量ピストン５に設けられたストッパ５ａが図１上の制御媒体チャンバ７の仕切面に当
接することによって規定することができる。代替的には、制御媒体チャンバ７内の制御媒
体の残留制限圧力の好適な調整によって配量ピストン５の吸引行程の制限を考慮すること
ができる。すなわち、配量ピストン５の対応する最終位置でコイルバネ１８の圧力は制御
媒体の配量ピストン５への所定の残留圧力の値まで減少されている。
【００２２】
　吸引行程の終了後、それに続き噴射がおこなわれる。これは図１に具示されている。そ
のために、制御媒体通路８を介した制御媒体の供給によって制御媒体圧力が制御媒体チャ
ンバ７内で十分に増大され、その結果、配量ピストン５は離型剤チャンバ６の縮小方向へ
、すなわち図１下方へ圧縮バネ１８に抗して移動される。これは結果的に、逆止弁１２が
ノズル接続管１１の中で開放され、その結果、離型剤が離型剤チャンバ６からノズル接続
管１１を介して噴射ノズル１へ給送され、他方、逆止弁１０は離型剤供給通路９の中で閉
鎖され、かつ離型剤源への離型剤の逆流を阻止することを生ぜしめる。配量ピストン５の
移動は図１および２に移動を示す矢印Ｄによって示されており、離型剤の流れはそれぞれ
流れを示す矢印Ｔによって示されている。
【００２３】
　流れを示す矢印Ｓによって示されるように、離型剤と一緒に噴射ノズル１に噴射支援媒
体が供給され、その結果、噴射ノズル１は供給された離型剤を噴流２１で噴射し、前記噴
流２１に対して所望の特性を噴射ノズル１の好適な形成と、離型剤および噴射支援媒体の
供給によって、たとえば形状および方向へ必要に応じて可変式に調整することもできる。
それぞれの必要に応じて、噴射ノズル１はそのために従来の方法で内部または外部混合方
式で構成することができる。
【００２４】
　各噴射における配量ピストン５の放出運動の終了は、ハウジングボディ２の噴射側２ａ
での調整ネジ１７のピストン行程制限器１７ａの係止によって規定される。この終端位置
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は図２に示されている。対応する調整ネジ１７の調整によって配量ピストン５の前記終端
位置は可変式に調整することができる。調整ネジ１７の可変式に調整可能のピストン行程
制限器１７ａの代替として任意の、当業者に自体公知の別のピストン行程制限措置を考慮
してもよいことは当然である。たとえば、最大のまたは制御媒体の放出制御圧力によって
規定可能の範囲まで圧縮されたコイル圧縮バネ１８の状態は、このような代替的な終端係
止を規定することができ、あるいは、離型剤チャンバ６の中で別の従来の非可変式に、あ
るいは、内部から、あるいは、遠隔制御式に外部から、可変式に調整可能の終端係止を考
慮することができる。
【００２５】
　上記の方法で規定して設定される配量ピストン５の両方の反対終端位置は、配量ピスト
ン５の行程と共に正確に各噴射前に離型剤チャンバ６の中に吸引かつ貯蔵された離型剤チ
ャンバ容積を規定し、それに続き前記容積は次の噴射で正確に前記の直前に吸引された量
が噴射ノズル（群）を介して放出もしくは噴射される。従って、配量ユニット３の前記の
構成によって、非常に少ない離型剤量を各個別噴射に対して正確に規定し、離型剤チャン
バ６の中に貯蔵し、かつ該当する噴射で噴射させることができる。その際に各噴射で放出
される離型剤量を各システム構成に応じて非可変式にまたは上述のように可変式に規定す
ることができる。離型剤量は、必要に応じて同一の噴射ノズルの連続の噴射に対しても可
変式に考慮することができ、および／または様々な離型剤量を幾つかの噴射ノズルに対し
て規定することができる。各噴射において規定された所定の離型剤量の放出は離型剤源か
らの離型剤供給から分離すなわち脱結合されている。
【００２６】
　図３および４は、図１および２に示した離型剤噴射装置の変形を示しており、同一また
は機能的に等価の構成要素には同じ参照符号を付けており、その限りで図１および２の離
型剤噴射装置についての上記説明を参照することができる。図３および４に記載の離型剤
噴射装置は、変形された配量ユニット３’の図１および２の装置から区別される。前記配
量ユニット３’の場合、環状の配量膜５’は図１および２の離型剤噴射装置の配量ピスト
ン５の機能を継承している。配量膜５はその外周縁部とハウジングボディ２で液密に固定
されており、他方該配量膜はその中心領域で軸線方向に可動する膜制御ボルト１５’に固
定されている。そのために膜５’は、膜制御ボルト１５’がそれを通して延伸する中心開
口部を有する。膜制御ボルト１５’に、膜５’がその中心開口部周縁と液密に保持された
環状の固定ギャップを備える膜保持部２２がある。その他の点で膜制御ボルト１５’は図
示したように対応する構成要素と、図１および２の実施例のピストン軸１５のような機能
とを有し、その限りで再び対応する図１および２についての上記説明を参照できる。
【００２７】
　図３および４の例において、中空チャンバ４はハウジングボディ２の中の２段穴の小径
の内側部分によって形成されており、前記内側部分は環状凹所を形成して大径の外側部分
へ移行する。膜５’はその外周縁部と共に環状凹所に置かれ、そこで液密に外側の穴部の
中に挿入されたラッチ部材２３によって液密に固定される。ラッチ部材２３は同時に、該
ラッチ部材がラッチ部材２３の中心穴を通して延伸することによって、膜制御ボルト用の
ガイド部を形成し、環状ギャップを密閉するためのリングシールが膜制御ボルト１５’と
ラッチ部材２３との間に設けられている。
【００２８】
　上記のように固定保持された配量膜５’は、図１および２の実施例における配量ピスト
ン５に対応して離型剤チャンバ６および制御媒体チャンバ７内の中空チャンバ４を分割す
る分離要素として機能する。膜制御ボルト１５’の軸線方向の移動は図３に示された離型
剤チャンバ６の大容積部の折畳まれた膜位置と、図４に示された離型剤チャンバ６の小容
積部の膨張した膜位置との間の配量膜５’を動かす。前記両方の終端位置の間の膜５’と
膜制御ボルト１５’の移動は、図１および２の実施例と同様に制御媒体通路８を介した制
御媒体チャンバ７の中もしくは該制御媒体チャンバからの圧縮空気または別の制御媒体の
供給もしくは排出によって行われる。従って図３は、図１と同様に離型剤の吸引時の作動
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状態に相当し、他方、図４は図２と同様に噴射を示す。その限りでこの機能は完全に図１
および２の例の機能に相当するので、これに関する上記説明を参照することができる。こ
れは図３および４に示した膜制御ボルト１５’もしくは配量膜５’の両方の終端位置の固
定手段の構成および機能にも、ここでそのストッパ１７ａによって可変式に調節可能の膜
制御ボルト１５’用の行程制限器として機能する調整ネジ１７の調整による各噴射で放出
される離型剤量の可変調整の構成および機能にも当てはまる。
【００２９】
　図５および６は、図１および２に示した離型剤噴射装置のもう１つの変形を具示してお
り、再び同一または機能的に等価の構成要素には同じ参照符号を付けており、その限りで
図１および２の離型剤噴射装置についての上記説明を参照することができる。図５および
６記載の離型剤噴射装置は、逆止弁に代わり離型剤供給通路９およびノズル接続管１１が
図示したように好適に接続された媒体制御式３／２制御弁２４が設けられたことにより図
１および２の離型剤噴射装置から区別される。
【００３０】
　特に弁２４が図５に示した吸引過程において離型剤供給通路９用の弁内通路２５を形成
し、その結果、離型剤供給通路９を介して離型剤を離型剤チャンバ６の中で吸引でき、か
つ同時に離型剤チャンバ６からノズル接続管１１への接続が遮断されるように接続が選択
されている。図６に示した噴射運転において弁２４は離型剤供給通路９を分離し、それに
よって離型剤チャンバ６と離型剤源との間の接続を遮断し、他方、同時にノズル接続管１
１用の弁内通路２６を提供し、その結果、離型剤は離型剤チャンバ６からノズル接続管１
１を介して噴射ノズル１へ給送もしくは該噴射ノズルから噴射される。
【００３１】
　一方で図５の吸引運転中の両方の図示した前記弁の位置と、他方で図６の噴射運転との
間の弁２４の切換制御は、媒体制御式に離型剤自体によって行われ、そのために両方の弁
分岐通路２４ａ、２４ｂが設けられている。吸引運転中に離型剤供給通路９と前記離型剤
供給通路に接続された分岐管２４ａと相対的に分岐管２４ｂ内に負圧が発生し、それによ
って弁２４がその図５に示した切換位置に保持され、他方、噴射運転中に分岐管２４ｂ内
に離型剤過圧が生じ、それによって弁２４がその図６に示した切換位置に保持される。
【００３２】
　図示した媒体制御式３／２制御弁の代替として、上記の弁機能を満たし、かつ媒体制御
式または別の方法で制御されるタイプである任意の別の好適な従来の分路弁も使用可能で
あることは自明である。
【００３３】
　その他の点で、図５および６の変形に対して図１～４の別の変形について上記と同様の
特性および長所が生じ、これは特に各噴射における一定に設定可能の離型剤量の確実な放
出に関しておよび装置の構造におけるその他の可能な変形に関しても参照することができ
る。さらに、前記変形はその機能安全性において、図１～４の変形で設けられているよう
に、逆止弁の障害のない作動に依存しない。
【００３４】
　本発明に係る離型剤噴射装置によって達成可能の噴射あたりに放出される離型剤量の精
度は、上記の説明から明らかなように、方式に制約されて噴射ノズル（群）のノズル断面
、各噴射の噴射時期および離型剤源もしくは前記離型剤源から排出される離型剤供給通路
内の離型剤圧力に左右されない。本発明に係る離型剤噴射装置により、問題なく１秒以下
の非常に短い噴射時間を不利な効果なしに実現することができる。パタつく噴流、不均一
な離型剤放出および異なる液滴サイズのような従来の多くの離型剤噴射装置の問題は、本
発明に係る離型剤噴射装置によって回避することができる。それによって本発明に係る離
型剤噴射装置は鋳造品質、環境負担、材料消費量、耐用期間および保守に関する好適な長
所を可能にする。
【００３５】
　本発明は、従来使用されている噴射ノズルをそのまま引き続き使用することができ、か
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びその駆動装置を付加的に設けられるので、従来の離型剤噴射装置の非常に簡単な後装備
を可能にする。離型剤源、制御媒体源および噴射支援媒体源ならびに付属の制御構成要素
のような従来の常法の全てのシステム構成要素は、実質的にそのまま維持することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】配量状況において配量要素としての配量ピストンと、ダイカスト機用の逆止弁と
を備えた離型剤噴射装置の噴射ブロックの模式部分断面図である。
【図２】噴射装置の放出状況における図１に相当する断面図である。
【図３】配量要素として配量膜を備えた変形用の図１に相当する断面図である。
【図４】配量膜を備えた変形用の図２に相当する断面図である。
【図５】逆止弁に代わり分路弁を備えた変形用の図１に相当する断面図である。
【図６】図５の変形用の図２に相当する断面図である。
【符号の説明】
【００３７】
　１　　噴射ノズル
　１ａ　　ノズル通路
　２　　ハウジングボディ
　３　　配量ユニット
　４　　中空チャンバ
　５　　配量ピストン
　５’　　膜
　６　　離型剤チャンバ
　７　　制御媒体チャンバ
　８　　制御媒体通路
　９　　離型剤供給通路
　１０，１２　　逆止弁
　１１　　ノズル接続管
　１３　　噴射支援媒体通路
　１５　　ピストン軸
　１５’　　膜制御ボルト
　１６　　穴
　１７　　調整ネジ
　１７ａ　　ストッパ（　ピストン行程制限器）
　１８　　コイルバネ
　１９　　底面
　２０　　ピストン軸ドラム
　２３　　ラッチ部材
　２４　　媒体制御式３／２制御弁
　２４ａ、２４ｂ　　弁分岐通路
　２５、２６　　弁内通路
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